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研究成果の概要（和文）：  ミネソタ州では、学区教育委員会以外のオーソライザーがチャータースクールを管理運営
している実態を二つの事例を通して明らかにした。
　ルイジアナ州ニューオーリンズ市においてはハリケーン・カトリーナの影響もあり、既に9割の公立学校がチャータ
ースクールとして設立されており、チャーター・マネジメント・オーガニゼーションによるチャータースクールの管理
運営、及び支援が一定の成果を挙げていることを明らかにした。
　

研究成果の概要（英文）： This study clarified the reality in Minnesota state that authorizers except 
school districts managed charter schools through two case studies.
 More than 90% public schools have opened as charter schools in New Orleans city, Louisiana State because 
of Hurricane Katrina's onslaught. It was concluded that the management and support by Charter management 
Organization to charter schools showed educational outcomes.

研究分野：教育経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 チャータースクール（Charter School:以
下 CS）とは学区教育委員会（以下学区教委）、
大学等の非営利組織等による許認可を受け
て学区教委から相対的に独立し、学校経営に
おける自律性を保持すると同時に、各州によ
る CS 法に基づき、教育諸目標を達成するこ
とを義務づけられ、アカウンタビリティを問
われる許認可契約更新型公立学校と定義さ
れる。 
1990 年代初頭以降、アメリカ合衆国（以下
米国）では、学校選択制度の一形態である CS
が、新しい公立学校として普及しつつあった。
CS が支持される要因の一つとして、学区教委
が公立学校を管理運営するという従来型の
公教育体制に対する米国民の不満が存在す
る。CS は各州法によって規定されることから、
州ごとに CS の普及の程度にばらつきが見ら
れるが、ミネソタ州などでは、1990 年代中期
以降に学区教委以外がオーソライザー（当時
のミネソタ州ではスポンサーという名称で
あった）として、CS を管理運営することがで
きる法整備が進んでおり、実際に学区教委以
外の大学等による CS の管理運営が行われて
いた。本研究において事例としたミネソタ州
の City Academy や Parents, Allied with 
Children and Teachers(以下 PACT)CS は、開
校当時は学区教委がオーソライザーであっ
たが、より専門的な支援を受けたいというニ
ーズから、City Academy は、St. Catherine
大学、PACT は Bethel 大学をオーソライザー
として選択し、現在に至っている。 
公立学校としての CS を管理運営する機関
が学区教委に限定されないことの意味は、大
きい。なぜならば、米国の公教育体制の再構
築という観点から CS を位置付けることがで
きるからである。それは黒崎が「教育の市場
化・民営化政策をやみくもに教育の営利事業
であり公教育の縮小・解体とするのではなく、
公教育体制の再構築の問題提起と理解しな
ければならない。（引用①）」と指摘していた
ことからも理解することができる。 
また、当時 CS は超党派的な支持を受けて
おり、さらなる普及が予測できた。結果とし
て 2015 年度時点において 42 州、及びワシン
トン D.C.において CS 法が整備され、およそ
6,700 校の CS が開校されている。米国の公立
学校全体の 6.8%を CS が占めている状況にあ
る。 
また後述するように、本研究では対象とす
る州をミネソタ州とルイジアナ州として研
究を進めることにした。ミネソタ州を事例と
した理由は、同州が CS 法を最も早期に成立
させ、加えて、度重なる CS 法の改正により、
いわゆる規制緩和型の CS 法のモデル州にな
っていることが大きな理由である。規制緩和
型の特徴の一つは、上記したように、学区教
委以外の機関が CS を管理運営することがで
きることである。 
また、ルイジアナ州を対象としたのは、同

州ニューオーリンズ市立公立学校において
CS が多数を占める状況にあったことが主な
理由である。ニューオーリンズ市における CS
の割合は 9割を超えている。つまり、オルタ
ナティブ教育の一つとして始まった CS 運動
は、米国全体としてみれば、既述した通り
6.8％であるが同市においては、既にほとん
どの公立学校が CS として存在している。こ
のことは、同市においては既に公教育体制の
再構築が実現している可能性があった。 
 
２．研究の目的 
 州によって異なるが、既述した通りミネソ
タ州などいくつかの州では、学区教委が公立
学校を管理運営する従来の体制とは異なる
仕組みが 1990 年代中期以降整備されていっ
た。つまり、オーソライザーと呼ばれる大学
等の機関が CS を管理運営する新しい公教育
体制再構築の動きと位置付けることができ
る。CS に端的に見られる「学校選択による公
立学校改革の自覚的な動向は、教育の営利事
業化の追求ではなく、公立学校改革の触媒と
して、抑制と均衡の原理による公教育の供
給・管理体制の再構築として意義づけられる
ものでなくてはならない（引用②）」と主張
する黒崎の立場に立つ。 
本研究の目的は、CS 及び CS を管理運営す
るオーソライザーを研究対象として、公教育
体制再構築の可能性と課題について実証的
に検討することを通して、CS による教育の質
保障を支援するオーソライザーの適切なモ
デルを開発することである。 
 
３．研究の方法 
 まずは文献研究として、先行研究のレビュ
ーを行い、ミネソタ州とルイジアナ州におけ
る CS法及び CSとオーソライザーの実態を一
定程度把握し、これら 2つの州を対象として
研究を進めることにした。 
加えて、ミネソタ州とルイジアナ州におけ
る複数の CS 及びオーソライザーを対象とし
て、訪問調査（インタビュー調査を含む）を
平成 25～27 年度において毎年実施した。ま
た、ルイジアナ州では、CSの支援団体や研究
機関を訪問し、多様な立場や視点からの情報
収集に努めた。 
 
４．研究成果 
(1) ミネソタ州の CS 法改正に伴い、以下の 3
つのことを指摘できる。 
①1997 年までは 1 年間に開校される CS 数は
一桁だったが、1997 年には CS 数の上限が撤
廃されたこともあり、1998 年以降 CS は急速
に普及し、10 年後の 2008 年度までに 188 校
の CS が開校された。また、それは、オーソ
ライザーが増えたことも影響している。 
②CS の増加に伴い、2000 年以降閉校する CS
も増加した。また、CS の質についても懸念が
示された。その対策として 2009 年に CS 法が
改正され、ミネソタ州教育局(以下 MDE)の権



限が強化され、オーソライザーの質を担保す
る仕組みが作られた。 
③2009年のCS法改正の経緯を概観する限り、
CS の質を保障するためのオーソライザーへ
の規制強化であり、それには CS 支援団体が
大きな役割を果たしてきた。 
米国における CS 法改正の方向性は、ミネ
ソタ州に関する限り公立学校を管理する機
関の専門的指導性を高める取り組みの一つ
として展開されている。そして公立学校を管
理する機関として学区教委以外の存在が法
的に認められ、2009 年の CS 法改正により結
果として学区教委のオーソライザー数は半
減し、学区教委以外のオーソライザーが多数
派になっている。そして、MDE は、CS 支援団
体の協力を得ながら、MDE の監督権限強化を
通してオーソライザーの専門的指導性を向
上させようとしている。 
 既述した黒崎氏の指摘、すなわち「教育の
市場化・民営化政策を（中略）公教育体制の
再構築の問題提起と理解しなければならな
い」という指摘は、ミネソタ州の CS の改革
動向を見る限り、以下の通り結論づけること
ができる。 
学区教委が CS のオーソライザーとしての
意志、財政力と専門性を有している場合は、
従来通り学区教委が CS を管理運営する。学
区教委としても専門性が高いことがMDEによ
ってオーソライズされる。同様に、大学や NPO
等がオーソライザーとして CS を管理運営す
る場合は、MDE にオーソライズされることに
よって一定の基準を満たしていることが担
保される。これらにより学区教委、およびそ
れ以外のオーソライザーが公立学校として
の CS を管理・運営することが可能になり、
これは公教育体制の再構築の問題提起だと
捉えることができる。 
(2)ルイジアナ州ニューオーリンズ市におけ
る 3 つの CS、およびそれら 3 つの CS を管理
運営している Choice Foundation を対象とし
て、CS に対する Choice Foundation による支
援の一端をインタビュー調査によって明ら
かにした。その結果、各々の CS の校長及び
教職員の共通の見解として、各 CS において
教育成果を挙げることができている要因は、
Choice Foundation によって教育現場の自由
が保障されていることが重要であることが
確認された。 
ルイジアナ州の CS 法は、ミネソタ州のよう
に規制緩和型ではないものの、オペレーター
としての Choice Foundation が管理運営して
いる 3 つの CS における教育活動の自由を保
障していることにより、目覚ましい成果を挙
げることができている実態を示した。つまり、
CS 法の規制緩和のみが、CS の教育成果を向
上させるだけではなく、CSを管理運営、及び
支援する機関のあり方によって、CS における
教育の質を保障できることを明らかにした。 
(3)Choice foundation による 3 つの CS に対
する具体的な支援については、以下の特徴を

明らかにした。 
①時系列に即した明確な評価指標が設定さ
れていることである。生徒の発達段階に応じ
て設定された学習単元に則り、単元単位で評
価指標が設定されており、生徒の伸長度が克
明に注視されている。そのことが生徒個々の
具体的な成果として表れ、同時に、学校とし
ての成果を証明できることに通じている。 
②①の点と大きく関係するが授業において
扱われる各プログラムが詳細にモジュール
化されていることである。達成目標に到達す
るために、どのような学習過程が必要かを明
確化し、その学習過程に対してどのような教
師の関与が行われるかが明確化されている。
このことは、教員研修プログラムからもうか
がい知ることができるが、具体的な課題に依
拠しながら研修が図られている。 
③徹底した教員研修が行われていることで
ある。繰り返しになるが、生徒が到達目標に
いたるまで、どのような学習内容をどのよう
に行えばよいかについての共通理解が様々
な機会を通じてなされている。Choice 
foundation では各校の校長およびプログラ
ムディレクターが頻繁に授業観察を行い、必
要に応じて個別指導を行い、また、研修課題
に取り上げている。すなわち、「できること
はすぐにする」という行動原理が組織全体に
通底する姿勢となっていると考えられる。 
④ICT の積極的な活用が図られている。授業
場面でICT機器が日常的に従来の教育用具の
代わりに使用されていることに加えて、学習
成果の蓄積、評価、診断においても市販の学
習評価用のソフトウェアが組織的に使用さ
れている。研修計画でもそのようなソフトウ
ェアの使用法に関するものが配置されてい
ることから、ICT 活用が教員の基礎的なスキ
ルとして重視されているのを看取できる。 
以上のようなことを通じて、「生徒がいつ
までに何をできるようになること」を核に据
えて、そのために「教師は何をどのように指
導するか」が学校全体で共有されているとい
う点にある。しかも、一方向的な「実情を無
視した計画」ではなく、常に進捗状況を把握
し、うまく行かない場合は、「何がなぜうま
く行かないのか」を検討する研修が仕組まれ
ているという点も特徴としてあげられる。 
(4) 最後に、CS 改革による公教育体制の再構
築に関して、学校教育の公共性について考察
する。学校教育の公共性は、公教育の私事化
に対する批判や排除だけで確保できるもの
ではない。公共性とは、単一の学校制度に
様々な人種や背景を持った子どもたちを押
し込めることで確保できるのではなく、様々
な教育目的と教育方法をもった学校に色々
なニーズをもった子どもと保護者が参加で
きることで公共性は担保されると言ってよ
い。  また、当初の CS の理念にも見られる
ように、公教育体制は、一元化された尺度に
よって学校教育を統一するよりも、多元的な
子どもたちのニーズを探りながら各学校が



差異化しつつ、同時に学校同士が共存してい
くことであった。そこで見逃してはならない
のが、社会関係資本である。学校が子どもた
ちや保護者のニーズに応え、そのニーズに向
って保護者も子どもたちも関心を共有する
ことで、学力を含む教育効果が向上すると想
定されている。しかしながら、学力だけが一
人歩きをし、CS を含む多くの学校が学力向上
を柱とした新たな「単一的な学校制度」に子
どもたちを縛りつけている現状も無視でき
ない。 
 CS を学区教委以外の機関が管理運営する
新しい公立学校としての CS 制度は、各 CS 及
びオーソライザーに学校経営の責任を課す
ことで、従来のように教育委員会制度の下、
一元的に管理されている学校よりも独自性
と自律性が高いとされる。そして、独自性と
自律性の高さが、様々な地域から子どもたち
を自ずと引き寄せることを可能にしている。
「強制バス通学」に代わって、幅広い通学圏
から児童生徒を確保するためには CS のもつ
独自で自律的な学校経営のあり方は有効で
あるに違いない。また、通いたいと思う学校
だからこそ、子どもたちと保護者、そして学
校関係者との繋がりや関わり合いが生じて
くる。 
 CS は、居住地区に縛られたコミュニティの
概念を覆し、通いたい学校や学びたい学校を
中心とした子どもと保護者、そして学校を繋
ぐ新たなコミュニティである。こうした新し
いコミュニティは、人種を統合するといった
目的を超えて、（人種や性別、過去の学校体
験や趣味趣向に至るまでの）様々な差異を土
台としながら、お互いの「リスク」を共有す
ることで教育活動への参加を可能にする。こ
のことが、公教育体制の再構築が目指す「公
共性」なのである。 
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